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の 10 分の 10 の補助である「フレキシブル支援センター事業」を活用して，高知県が「あったか
ふれあいセンター事業」を実施した段階である．第 3 段階は，県が単独補助事業（県 2 分の 1，










である．第 1 ～第 3 段階までのプロセスのなかで今日第 4 段階に至る条件がどのように形成され
てきたか，その展開過程に注目して欲しい．
　また，アジア福祉社会開発研究センターは，2013 年に『福祉社会の開発：場の形成と支援ワー
           
      
      
      
































る（図 3）．第 1 は，高知県庁の地域福祉部地域福祉政策課（第 1 段階の当初は地域支え合い推
進チーム），第 2 に県の出先機関である福祉保健所（地域支援室），第 3 は「あったかふれあいセ
ンター事業」の実施主体である市町村行政，第 4 は同事業の受託機関である事業所（多くの場合
は市町村社会福祉協議会），第 5 は地域福祉を担当する厚生労働省社会・援護局地域福祉課，第









タートした初年度の 2009 年度，22 市町村 28 か所に開所された．その後，2012 年度より市町村
2 分の１負担となってからも，ほとんどが継続され，それ以後新たなセンターも立ち上がってい
る．2017 年度末現在，29 市町村（未実施 5 市町村）が実施しており，地域福祉コーディネー





































































閣府が提案し，導入したことにある．図 1 にあるように，国の交付金事業が終了した 2012 年度



















































































































2014 年度第 1 回 2014. 8. 29 事業計画への挑戦（事業データの確認と相対化）
2014 年度第 2 回 2015. 1. 14 事業計画策定意義の共有と策定に向けた具体的手法の検討
2015 年度第１回 2015. 7. 10 事業計画の必須化への合意形成
2015 年度第２回 2016. 1. 15 盛り込むべき項目と評価の視点の確定
2016 年度第１回 2016. 7. 15 事業計画書の相互評価の試み
2016 年度第２回 2016. 1. 20 事業計画書の記入様式の変更
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高知県との地域福祉共同研究プロジェクトの展開と成果
（2015 年 7 月）．






　2015 年 7 月に開催した第 1 回推進連絡会においては，事業計画書作成の意義を改めて確認す
るとともに，事業計画書作成にあたって盛り込むべき項目や評価指標の検討等を行った．この研
修を踏まえて，9 月末に同年度の事業計画書の提出を求めた．
































































































































できるようにするための研修会を平成 27. 10. 14～15 に開催．研修会で出た意見も踏まえ，入力に当たっ
ての判断基準を統一するための「入力要領」の配布や，より有用なデータを抽出できるように以後もソ
フトの段階的な改修を実施している．
５　趣旨には，次のように記載されている．「あったかふれあいセンターの役割は，集いなどの機能によ
り，地域ニーズの把握や課題に対応していく小規模多機能支援拠点であるとともに，地域福祉活動を推
進することにある．こうした中，近年，介護保険制度の見直しや生活困窮者自立支援制度の施行等，地
域福祉を取り巻く状況が大きく変化していることから，あったかふれあいセンターの地域での役割や目
指す姿等を明らかにし，さらなる進化・発展を目指す必要がある．このため，地域ニーズ及び課題の分
析をはじめ，事業目的，中長期の目指す姿等の明確化，実践，評価等の PDCA サイクルを回すことが
できるよう，事業計画書の作成を必須とすることとする」
　　また，事業計画書作成に期待される効果としては，①事業の課題，取組の優先順位立て，成果等の整
理・明確化，②事業の目的，取組状況，成果等を可視化することによる住民，関係者等又は第３に定め
る運営協議会に対する説明時の活用，③地域のニーズに基づいた取組になっていることの確認，④適し
た予算措置であることの確認，の 4 点が想定されている．
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